
次世代スマートメーターの在り方について

2020年12月15日

資源エネルギー庁

資料 ５





3

【論点１】一般送配電事業者等に求められる行動、スマートメーターが貢献できる役割

 一般送配電事業者及び配電事業者は、レジリエンスの強化や系統全体の需給の安定化、再生可
能エネルギーの大量導入・脱炭素化、システム全体の効率化や需要家利益の向上等のため、電力
DXを積極的に推進していくことが求められる。

 具体的には、例えば、以下のような行動が求められるのではないか。

 需要家の電気のライフラインのレジリエンス強化

• 災害時等における、被害状況の迅速な把握・情報発信

— 鉄塔等の被害の迅速な把握のための衛星画像やAI等の活用、停電復旧情報のビッグデータ化による復旧予測の精緻化、
情報の一元管理

— 需要家ごとの通電状況の迅速な把握

— 住民の避難支援強化のための自治体への情報提供

— 被災後の巡視の迅速化のためのドローン等の活用 ※保安業務の効率化にも資する

• 大規模災害時における負荷制限手段の確保 ※需要家サービス向上にも資する

 再エネ大量導入下における需要家への電気の安定供給の確保

• 配電網等への太陽光等の分散電源の大量接続による過度な電圧上昇/降下の防止等のため、より粒度の細かいデータ
による系統情報把握、データに基づく系統の制御機器の設置・運用の実施

 システム全体の効率化、需要家サービスの向上

• データに基づく送配電設備の合理的かつ計画的な更新（アセットマネジメント）

• 電気事業者への必要な情報の迅速な提供（後述）、電気事業者間での料金精算、契約事務手続の合理化

• 水道分野、ガス分野との間での仕様共通化によるインフラの合理化（後述）

• 多様なサービス分野との連携強化、新たなサービスの出現支援
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 P2の行動の推進に当たり、例えば、スマートメーターは、以下とおり、貢献できる可能性があるのではないか。

 サイバーセキュリティについては、機微情報も含むため、別の場で議論してはどうか。

【論点１】一般送配電事業者等に求められる行動、スマートメーターが貢献できる役割

需要家の電気のライフライ
ンのレジリエンス強化
（需要家ごとの通電状況
の迅速な把握）

● Last Gasp 機能：停電する瞬間に、その旨を知らせる信号を送信

（計量器） Last Gasp 機能、 信号の送信を終えるまでの電池等 の搭載

（通信網） 信号を送信するためコンセントレーターへの電池 の搭載

※マルチホップの場合に限る。1:N通信の場合にはコンセントレーターへの電池は不要。

需要家の電気のライフライ
ンのレジリエンス強化、需
要家サービス向上
（大規模災害時における
負荷制限手段の確保）

● 遠隔アンペア制御：遠隔で電力使用量の上限値を変更

（計量器） 遠隔アンペア制御機能 の搭載

（通信・システム） 遠隔アンペア制御の信号の送信機能 の搭載

※ 高圧メーター等の仕様との比較検討を踏まえ、制御対象等実現方法の検討が必要。

● 電圧・無効電力値・高粒度データの取得：IT開閉器の補完的な役割
（計量器） 電圧・無効電力値の計量機能、電圧・有効電力・無効電力値を保存する

ためのメモリ の搭載
（例）有効電力、電圧、無効電力の5分値を7日間分保存できるメモリ

※ 同時同量用の有効電力値ほど高頻度なデータ送信は不要。必要に応じてデータが取得できることが重要。

再エネ大量導入下におけ
る需要家への電気の安定
供給の確保
（データに基づく系統の制
御機器の設置・運用）

＜意義＞ ＜スマートメーターが貢献できる役割（機能）＞

需要家サービスの向上
（多様なサービス分野との
連携強化、新たなサービス
の出現支援）

● データの活用：電気使用者情報利用者等協会を介した社会課題の解決

（その他） 各社のデータフォーマットの統一、電力データ活用プラットフォームの構築（構築中）
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（参考）一般送配電事業者が設定するべき目標
第４回料金制度専門会合
（2020年11月30日） 資料3
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（参考）構築小委の中間取りまとめの記載
（託送料金の審査に当たっての審査方針（指針））

Ⅱ．強靭な電力ネットワークの形成
（２）送配電網の強靱化とコスト効率化を両立する託送料金改革
（ａ）送配電網の強靱化とコスト効率化を両立する託送料金制度の基本スキーム

（略）託送料金の審査に当たっては、日本全体の電力システムのより大きな便益につなげることを目的に、
必要となる費用に照らして評価することを基本コンセプトとすることが妥当である。このため、国は、一般送配電
事業者による事業計画の策定や託送料金申請に先立ち、公開の場での議論を踏まえ、
① レジリエンスの向上による停電の減少や復旧の迅速化、
② 再生可能エネルギーの導入拡大による CO2 の削減効果、
③ 広域メリットオーダーの拡大やドローン・デジタル技術の活用によるコスト効率化

等の便益や、これらに要する費用を考慮し、一定期間内に一般送配電事業者が達成すべきアウトプットを設
定し、託送料金の審査方針（指針）として提示すべきである。この際、当該審査方針と広域系統整備計画
が整合的になるよう、その詳細な検討を進めることが必要である。

第5回持続可能な電力システム構築小
委員会（2020年7月20日） 資料1
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（参考）遠隔契約電力変更機能によるレジリエンス強化
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（参考）データを活用した系統運用の高度化
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【論点２】発電、小売事業者等に求められる行動、スマートメーターが貢献できる役割

 発電事業者、小売事業者、アグリゲーター、エネマネ事業者は、電力市場やインバランス料金等の
価格シグナルへの適切な応動による需給の安定化や、需要家に対する多様かつシステム全体の効
率化にも資するサービスの提供等のため、電力DXを積極的に推進していくことが求められる。

 具体的には、例えば、以下のような行動が求められるのではないか。

 電力市場やインバランス料金等の価格シグナルへの適切な応動による需給の安定化

• スポット市場、時間前市場、需給調整市場、インバランス料金の価格スパイクなどの価格シグナルに応じ、現時点ではまだ
掘り起こせていない分散電源、蓄電池、DR等の需要側リソースの調整能力の積極活用

 需要家に対する多様かつシステム全体の効率化にも資するサービスの提供

• これらを実現するため、分かりやすく需要家が参加しやすい料金メニューやサービスの開発・提供 ＜小売事業者＞

• データに基づく発電運用効率の向上、発電設備の合理的かつ計画的な更新 ＜発電事業者＞

• 市場価格も踏まえた省エネ・機器の自動制御サービスなどの開発・提供 ＜エネマネ事業者＞



（参考）検討の視点（２） 電力DXを通じた各ステークホルダーへの期待（空間軸）

 系統全体の需給の安定化を目指す観点から、電力取引市場、需給調整市場、インバランス料金等の価格シグ
ナルや、自社BGの発電実績、システム全体の需給状況も踏まえた電源運用を行う。例えば、30分同時同量に
間に合うタイミングでのデータ取得（例：15分値を５分以内に提供等）が可能になれば、電源や蓄電池の制御
などにより、運用の高度化を実現できる可能性がある。
とりわけ、2022年のインバランス料金制度の見直しやFIP制度の導入など、既に見えている制度変更への対応だ
けでなく、諸外国の動向等も踏まえ、将来を見据えたリスク管理や運用の高度化を実現する。

 発電システム全体の効率化を目指す観点から、データを活用したメンテナンスや設備更新タイミングの高度化（ア
セットマネジメント）や、燃料投下タイミング等の運用効率化を行う。

発電事業者（再エネ等の自然変動電源設置者を含む。）

 需要家利益の向上を目指す観点から、デジタル技術や他分野との協業等を通じ、非化石価値の取引やＰ２Ｐ
など、より需要家満足度の高い顧客サービスを提供する。

 系統全体の需給の安定化を目指す観点から、電力取引市場、需給調整市場、インバランス料金等の価格シグ
ナルや、自社BGの需要実績、システム全体の需給状況も踏まえたDR制御等も含めた需給管理の高度化を
行う。例えば、30分同時同量に間に合うタイミングでのデータ取得が可能になれば、DR制御等により、運用の高
度化が実現できる可能性がある。
とりわけ、2022年のインバランス料金制度の見直しやFIP制度の導入など、既に見えている制度変更への対応だ
けでなく、諸外国の動向等も踏まえ、将来を見据えたリスク管理や需給管理の高度化を実現する。

小売電気事業者

 系統全体の需給の安定化を目指す観点から、電力取引市場、需給調整市場、インバランス料金等の価格シグ
ナルや、データ活用等を通じて、再エネ等の自然変動電源と一般のインターネット回線等を通じたDR制御等を適
切に組み合わせるなど、システム全体の需給状況を踏まえた運用を行い、発電・小売事業者の需給運用を支援
する。

アグリゲーター

第２回 次世代スマートメーター制度検討会
（2020年11月11日） 資料２

20



● データ提供の粒度、頻度、速度、到達率の向上

Aルートの品質向上 （次頁において評価）

Bルートの品質向上

現行：専用の受信機器を設置しなければ利用できない（Wi-SUN規格）

⇒発電、小売事業者等において、左記のように、需要家利便を向上させるようなサービスを拡大する観点から、現行

規格に加え、多くの電子端末に標準搭載されているWi-Fi規格の通信機能を搭載し、相対的に安価な受信機器や、

スマートフォンなどの身近なデバイスにより、1分値等のデータを取得・表示可能とすることが考えられるか。

⇒ただし、この場合、外壁を通過する際のWi-Fiデータの到達率や、徹底的なサイバーセキュリティ対策等の観点から検

討が必要。

● Bルートデータ欠損対策

（例）有効電力１分値を１時間分保存できるメモリ
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 前頁の行動の推進に当たり、例えば、スマートメーターは、以下とおり、貢献できる可能性があるので
はないか。

 とりわけ、Aルートの品質については、様々なバリエーションが考えられるところ、メリット・デメリットを慎重
に検討していくことが必要。

【論点２】発電、小売事業者等に求められる行動、スマートメーターが貢献できる役割

価格シグナルへの
適切な応動によ
る需給の安定化
（需要側リソース
の調整能力の積
極活用）

＜意義＞ ＜スマートメーターが貢献できる役割（機能）＞

需要家への多様
なサービス提供
（需要家が参加
しやすい料金メ
ニューやサービスの
開発・提供）



通知時間
(Cルート）

送信頻度 データ粒度 データ到達率 メリット デメリット・課題

60分以内 30分毎 30分値

※15分値を30分毎
に送信することは、
比較的容易に対応
が可能と考えられる。

Last gasp、
遠隔アンペア
制御、
ガス・水道の遠
隔開閉栓等に
必要な仕様の
検討が必要

 現状維持であり、最も低廉。

 データ送信時間60分以内の
スペックは、国際的に高水準。

 15分値や5分値を送信する仕
様とすれば、将来的に、現行の
30分を1コマとする市場商品設
計の変更にも対応が可能。

 30分値は国際動向に合致しない。
※データ粒度を15分値、5分値とすれば対応
可能

 Last gaspや、ガスの閉開栓機能等の追
加に当たって、コンセントレーター等への電
池の搭載が必要。

※1:N回線を選択する地域は通信への対応は
不要

 共同検針への対応については、通信部に
実装する共通ＩＦ仕様について検討が
必要。

30分以内 15分毎 15分値 （略）

10分以内 5分毎 5分値  系統利用者が速やかに発電量/
需要量を把握することが可能。

 インバランス料金や市場価格動
向に応じた行動（蓄電池運用、
DRの発動等）が取りやすい。

 １：Ｎ方式を選択する家におい
ては、周囲が停電していても、当
該家が停電していなければ通信
を継続することができるため、ガス
の閉開栓機能等への対応性が
高い。

 通信システムの刷新が必要であり、高額と
なる可能性。

 10分以内という通信速度は、却って国際
トレンドに合致しないおそれ。

 10分以内の収集とした場合、データ欠損
率が高くなる可能性がある。前後の値から
算出・補完する等の検討が必要。

＜Aルートのオプション例とその評価の視点の例＞
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（参考）発電事業への活用
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（参考）発電事業への活用
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（参考）小売事業への活用
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（参考）再エネアグリへの活用
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（参考）アグリゲーションビジネスの活性化 第63回 調達価格等算定委員会
（2020年11月27日） 資料１
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（参考）１：N通信システムの概要 第2回スマートメーター仕様検討ＷＧ
（2020年10月28日）
東京電力ＰＧ提出資料3-1





 ガス・水道事業において、スマートメーター化を推進することにより、以下のような意義が考えられ、また、
電気のスマートメーターが貢献できる可能性があると考えられる。

 このため、こうした連携を視野に、電気業界、都市ガス業界、LPガス業界、水道業界において、共
同検針に係る仕様の標準化が行われるべきではないか。

 また、この標準化を踏まえ、電気のスマートメーターの仕様を検討していくべきではないか。

【論点３】ガス・水道事業との関係において、スマートメーターが貢献できる役割

システムコストの低減
（通信回線の統一化）

● スマートメーターネットワーク経由でのガス・水道メーターデータの受信

（例） Wi-Sun,U-BUS Air 等 規格のデータ受信機能 等

※この詳細について、各業界との間で要議論

● 受信データをスマートメーターネットワーク経由でガス・水道事業者に送信

（例） 1時間値を１日に１～６回の頻度で送信 等

※この詳細について、各業界との間で要議論

● ガス・水道事業者からの開閉栓指令をスマートメーターネットワーク経由でガス・水道メーター

に送信

※停電時の稼働要件や、通信品質など、この際の必要スペック等の詳細について、

各業界との間で要議論

● 上記以外に、スマートメーターが貢献できる役割はあるか

等

※なお、電気の供給エリアをまたいで事業を行うガス・水道事業者も存在するため、

電気のスマートメーターの仕様も全国で統一化することが必要。

＜意義＞ ＜スマートメーターが貢献できる役割（機能）＞

保安能力の向上（ガス）
（ガス漏れ時や災害時等
における緊急閉開栓）

LPGボンベ交換効率の向
上（LPガス）
（メーターデータによるガス
残量の監視）

需要予測精度の向上によ
るシステム効率化
（電気・ガス・水道データの
相互利用）

需要家サービスの向上
（引越時等の手続簡素
化）
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（参考）検討の視点（２） 電力DXを通じた各ステークホルダーへの期待（空間軸）

 ユーティリティ産業全体システム効率化やエネルギー利用の高度化を目指す観点から、ガス・水道業界でスマート
メーター化が進展している現状や、緊急遮断機能等の必要性、電池駆動である等のガス・水道メーターの実態を
踏まえ、電気・ガス・水道メーターの通信プロトコルや、通信規格の統一化・標準化を進める。
また、ユーティリティデータを共通で管理することで、電気・ガス等のエネルギー利用の高度化や、これらのデータを組
み合わせることで、より高度な社会課題の解決等の取組に活用する。

ガス・水道事業者

 社会システム全体の効率化を目指す観点から、自治体や多様な業種の民間事業者等による社会課題の解決や
新たな価値創造を促進する電力データ活用プラットフォームを構築する。

（2022年の事業開始に向け、別の場で、現在詳細設計の検討中。今後、データ活用ニーズや次世代スマート
メーターの導入に応じて、その機能を拡張していく柔軟性を持つ形での検討が期待される。）

認定電気使用者情報利用者等協会（認定協会）

第２回 次世代スマートメーター制度検討会
（2020年11月11日） 資料２
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（参考）水道との共同検針にあたり考慮する点 第２回スマートメーター仕様検討ＷＧ
（2020年10月28日） 資料4-8
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 本日は、次世代スマートメーターに具備する可能性のある仕様・機能について御提案させていただい
た。

 今後は、本日の御議論も踏まえ、WGにおいて、便益やコストについて掘り下げた議論を行った上で、
次世代スマートメーターの仕様として考えられる方向性について御議論いただくこととしてはどうか。

※この際、第１世代の資産、通信方式の変更に伴うマイグレーション上の課題、これに伴う計量部の
一体型、ユニット型といった筐体の違いによる影響、国際動向とのベンチマーク等に留意してWGで
検討を行う。

今後の検討の進め方


